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(57) Abstract: Disclosed i s a display element (10) w c i s provided with: an upper
substrate (first substrate) (2); a lower substrate (second substrate) (3); and a polar liq
uid (16), which i s sealed inside o f a space (S) for display such that the polar liquid
can move to the effective display region (PI) side or t o the non-effective display re
gion (P2) side, said space being formed between the upper substrate (2) and the lower
substrate (3). The inside o f the space (S) i s hermetically partitioned by means o f ribs
(14) corresponding to a plurality o f pixel regions (P), and a space for moving (K) i s
provided in each of the pixel regions (P) for the purpose o f moving an oil (insulating
fluid) (17).

(57) 要 約 ： 上 部 基 板 （第 1 の 基 板 ） （2 ) と 、 下 部 基 板 （第 2 の 基
板 ） （3 ) と 、 上 部 基 板 （2 ) 及 び 下 部 基 板 （3 ) の 間 に形 成 され

！ た 表 示 用 空 間 （S ) の 内部 で 有 効 表 示 領 域 （P 1 ) 側 ま た は 非 有 効
！ ！ 表 示 領 域 （P 2 ) 側 に移 動 可 能 に 封 入 され た 極 性 液 体 （1 6 ) と を

具 備 した 表 示 素 子 （1 0 ) に お い て 、複 数 の 各 画 素 領 域 （P ) に 応
じて 、 リブ （1 4 ) に よ って 表 示 用 空 間 （S ) の 内部 を気 密 に 区切
る と と も に 、 画 素 領 域 （P ) 毎 に オ イ ル （絶 縁 性 流 体 ） （1 7 ) を

卞 移 動 させ るた め の 移 動 用 空 間 （K ) を設 けた 。
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明 細 書

発 明の名称 ：表示素子、及び これ を用 いた電気機器

技術分野

[0001 ] 本発 明は、極性液体 を移動 させ る ことによ り、画像や文字な どの情報 を表

示す る表示素子、及び これ を用 いた電気機器 に関す る。

背景技術

[0002] 近 年、表示素子では、エ レク トロウヱッテ ィング方式の表示素子 に代表 さ

れ るよ うに、外部電界 による極性液体の移動現象 を利用 して、情報の表示 を

行 うものが開発 され 、実用化 され ている。

[0003] 具体 的にいえば、上記の よ うな従来の表示素子では、例 えば下記特許文献

に記載 され ているよ うに、第 1 及び第 2 の基板の間に表示用空間 を形成す

るとともに、 リブ （仕切壁）によって当該表示用空間の内部 を複数の各画素

領域 に応 じて区切 っていた。また、 この従来の表示素子では、上記の各画素

領域 において、導電性液体 （極性液体）が封入 され るとともに、信号電極 と

、互 いに平行 に設 け られた走査電極及び基準電極 （参照電極） とが交差す る

よ うに設 け られ ていた。そ して、 この従来の表示素子では、各画素領域 にお

いて、信号電極 、走査電極 、及び基準電極 に対 し電圧 印加 を適宜行 うことに

よ り、導電性液体 を走査電極側 または基準電極側 に移動 させて、表示面側の

表示色 を変更す るよ うにな っていた。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：国際公開第 2 0 0 8 5 5 9 2 5 号パ ンフ レツ ト

発 明の概要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[0005] と ころで、上記の よ うな従来の表示素子では、信号電極への印加電圧の大

きさを調整す る ことによ り、導電性液体 （極性液体）の移動量 を変化 させて

、表示面側の表示色 を中間調 とす る、いわゆ る階調表示が行われ ていた。



[0006] ところが、上記のような従来の表示素子では、表示色の変更を高精度に行

うことができないおそれがあった。特に、従来の表示素子では、上記階調表

示を行ったときに、導電性液体を所望の位置に精度よく移動させることがで

きずに、微妙な色ずれが生 じて、表示品位の低下を生 じるおそれがあった。

[0007] 具体的にいえば、従来の表示素子では、画素領域の内部での導電性液体の

移動速度を向上させるために、画素領域はリブによって完全に密閉されてお

らず、例えば矩形状に構成された画素領域の四隅部に、隣接する画素領域の

内部どうしが連通する隙間が設けられていた。さらに、従来の表示素子では

、導電性液体の移動速度を向上させるために、導電性液体とは混 じり合わな

いオイル （絶縁性流体）を画素領域の内部に移動可能に封入 していた。この

ため、従来の表示素子では、上記隙間の大きさ、導電性液体やオイルの材質

、あるいは導電性液体の移動速度などによっては、導電性液体が隣接する画

素領域から流れ込んできたオイルにより、微少に移動することがあった。

[0008] そ して、従来の表示素子では、上記のように、導電性液体が微少に移動 し

ている場合に、次の表示動作が行われると、その表示動作に対応 した電圧が

信号電極に正確に印加されても、当該表示動作において位置すべき位置に、

導電性液体が高精度に移動 しないことがあった。この結果、従来の表示素子

では、微妙な色ずれが生 じて、表示品位の低下を生 じるおそれがあった。

[0009] 上記の課題を鑑み、本発明は、階調表示を行うときでも、表示品位が低下

するのを防 ぐことができる表示素子、及びこれを用いた電気機器を提供する

ことを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 上記の目的を達成するために、本発明にかかる表示素子は、表示面側に設

けられた第 1 の基板と、所定の表示用空間が前記第 1 の基板との間に形成さ

れるように、当該第 1 の基板の非表示面側に設けられた第 2 の基板と、前記

表示用空間に対 し、設定された有効表示領域及び非有効表示領域と、前記表

示用空間の内部で前記有効表示領域側または前記非有効表示領域側に移動可

能に封入された極性液体とを具備 し、前記極性液体を移動させることにより



、前記表示面側の表示色 を変更可能に構成 された表示素子であって、

前記極性液体 と接触す るように、前記表示用空間の内部に設置 され るとと

もに、所定の配列方向に沿 って設 けられた複数の信号電極、

前記有効表示領域側及び前記非有効表示領域側の一方側 に設置 され るよう

に、前記極性液体 に対 して電気的に絶縁 された状態で、前記第 1 及び第 2 の

基板の一方側 に設 けられ るとともに、前記複数の信号電極 と交差す るように

設 けられた複数の参照電極、及び

前記有効表示領域側及び前記非有効表示領域側の他方側 に設置 され るよう

に、前記極性液体及び前記参照電極 に対 して電気的に絶縁 された状態で、前

記第 1 及び第 2 の基板の一方側 に設 けられ るとともに、前記複数の信号電極

と交差す るように設 けられた複数の走査電極、

前記信号電極 と前記走査電極 との交差部単位 に設 けられた複数の画素領域

前記複数の各画素領域 に応 じて、前記表示用空間の内部 を気密に区切 るよ

うに、前記第 1 及び第 2 の基板の少な くとも一方側 に設 けられた リブ、及び

前記表示用空間の内部に前記画素領域毎に移動可能に封入 され るとともに

、前記極性液体 と混 じり合わない絶縁性流体 を備 え、

前記表示用空間の内部には、前記画素領域毎に前記絶縁性流体 を移動 させ

るための移動用空間が設 けられていることを特徴 とす るものである。

上記のように構成 された表示素子では、表示用空間の内部は リブによって

複数の各画素領域 に応 じて気密に区切 られている。 これ によ り、上記従来例

と異な り、絶縁性流体が隣接す る画素領域か ら流れ込むのを防 ぐことができ

、隣接す る画素領域か らの絶縁性流体 による極性液体の微少な移動が生 じる

のを防止す ることができる。また、表示用空間の内部には、画素領域毎に絶

縁性流体 を移動 させ るための移動用空間が設 けられている。 これ によ り、表

示色 を変更す るときに極性液体 を移動 させ る場合でも、当該極性液体 を円滑

に、かつ、適切に移動 させ ることができる。従 って、階調表示を行 うときで

も、表示品位が低下す るのを防 ぐことができる表示素子 を構成す ることがで



さる。

[001 2 ] また、上記表示素子において、前記移動用空間は、前記表示用空間の内部

において、当該表示用空間の内部側 に突出す るように前記第 1 及び第 2 の基

板の他方側 に設 けられ るとともに、互 いに所定の間隔をおいて設置 された複

数の突起部材 を用 いて、区画 されてもよい。

[001 3 ] この場合、複数の突起部材 によって表示用空間の内部に移動用空間を適切

に設 けることができる。

[001 4 ] また、上記表示素子において、前記複数の突起部材では、隣接す る 2 つの

突起部材の間の寸法及び前記 リブと当該 リブに隣接す る突起部材 との間の寸

法が、各々前記第 1 及び第 2 の基板 と垂直な方向での前記極性液体の寸法 よ

りも小 さい寸法に設定 されていることが好ま しい。

[001 5 ] この場合、極性液体の動作が不安定になるのを防止す ることができる。

[001 6] また、上記表示素子において、前記移動用空間の内部には、一端部側及び

他端部側がそれぞれ前記有効表示領域側及び前記非有効表示領域側 に設 けら

れ るとともに、前記極性液体の移動に応 じて、前記絶縁性流体 を前記有効表

示領域側 または前記非有効表示領域側 に案内す るガイ ド部が設置 されている

ことが好ま しい。

[001 7] この場合、絶縁性流体 は極性液体の移動に応 じて、ガイ ド部によって有効

表示領域側 または非有効表示領域側 に案内され ることとな り、表示色 を変更

す るときに極性液体 を移動 させ る場合において、当該極性液体 をよ り円滑に

、かつ、よ り適切に移動 させ ることができる。 この結果、優れた表示品位 を

有す る表示素子 を容易に構成す ることができる。

[001 8 ] また、上記表示素子において、前記ガイ ド部には、前記表示用空間の内部

側 に突出す るように、かつ、前記第 1 及び第 2 の基板の他方側で前記有効表

示領域 と前記非有効表示領域 とを接続す るように直線状に設 けられ るととも

に、互 いに所定の間隔をおいて設置 された複数の レール部材が用 い られても

よい。

[001 9] この場合、 レール部材 を用 いて、極性液体の移動に応 じて、絶縁性流体 を



有効表示領域側 または非有効表示領域側 に適宜案内す る ことができる。

[0020] また、上記表示素子 において、前記複数の レール部材 では、隣接す る 2 つ

の レー ル 部材の間の寸法及び前記 リブと当該 リブに隣接す る レー ル 部材 との

間の寸法が、各 々前記第 1 及び第 2 の基板 と垂直な方 向での前記極性液体の

寸法 よ りも小 さい寸法 に設定 され ている ことが好ま しい。

[0021 ] この場合、極性液体の動作が不安定になるの を防止す る ことができる。

[0022] また、上記表示素子 において、前記 ガイ ド部 には、前記第 1 及び第 2 の基

板の他方側 と対向す るよ うに前記複数の レール部材の各先端部 に接続 され る

とともに、前記表示用空間の内部で前記極性液体 に接触す るよ うに平面状 に

構成 された平板部材が用 い られ ている ことが好ま しい。

[0023] この場合、平板部材 、複数の レール部材 、及び第 1 及び第 2 の基板の他方

側 との間に、移動用空間 を確実 に設 ける ことができる。また、平板部材 は、

表示用空間の内部で極性液体 に接触す るよ うに平面状 に構成 され ているので

、極性液体 をよ り確実 に安定 して動作 させ る ことができる。

[0024] また、上記表示素子 において、前記平板部材 では、前記 リブとの間の寸法

が、前記第 1 及び第 2 の基板 と垂直な方 向での前記極性液体の寸法 よ りも小

さい寸法 に設定 され ている ことが好ま しい。

[0025] この場合、極性液体の動作が不安定になるの を防止す る ことができる。

[0026] また、上記表示素子 において、前記 ガイ ド部 には、前記表示用空間の内部

側 に突出す るよ うに、かつ、前記第 1 及び第 2 の基板の少な くとも一方側 で

前記有効表示領域 と前記非有効表示領域 とを接続す るよ うに直線状 に設 け ら

れ るとともに、前記極性液体 を挟む よ うに互 いに所定の間隔 をおいて設置 さ

れた 2 本の レール部材が用 い られ て もよい。

[0027] この場合、 2 本の各 レール部材の外側の空間 を上記移動用空間 と して確実

に用 いる ことができ、表示色 を変更す るときに、絶縁性流体及び極性液体の

円滑な移動 を確実 に行 うことができる。

[0028] また、上記表示素子 において、前記 2 本の各 レール部材 では、前記画素領

域の前記極性液体の移動方 向での寸法 を A と した ときに、前記極性液体の移



動方 向での端部 と前記 リブとの間の寸法 h 0 が、下記の不等式 （1 ) を満

足す るよ うに、

0 . 0 2 X A ≤ h 0 ≤ 0 . 7 x A ( )

設 定 され ている ことが好ま しい。

[0029] この場合、極性液体及び絶縁性流体の円滑な移動 を行 うことができる。

[0030] また、上記表示素子 において、前記 2 本の各 レール部材 では、前記第 1 及

び第 2 の基板 と垂直な方 向での前記極性液体の寸法 を H と した ときに、前記

第 1 及び第 2 の基板 と垂直な方 向での寸法 h が、下記の不等式 （2 ) を満足

す るよ うに、

0 . 6 5 X H ≤ h ≤ H ( 2 )

設 定 され ている ことが好ま しい。

[0031 ] この場合、 2 本の レール部材 によって極性液体 を確実 に挟む ことができ、

極性液体 をよ り適切 に移動 させ る ことができる。

[0032] また、上記表示素子 において、前記複数の信号電極 に接続 され るとともに

、前記複数の各信号電極 に対 して、前記表示面側 に表示 され る情報 に応 じて

、所定の電圧範囲内の信号電圧 を印加す る信号電圧 印加部 と、

前記複数の参照電極 に接続 され るとともに、前記複数の各参照電極 に対 し

て、前記極性液体が前記信号電圧 に応 じて、前記表示用空間の内部 を移動す

るの を許容す る選択電圧 と、前記極性液体が前記表示用空間の内部 を移動す

るの を阻止す る非選択電圧 との一方の電圧 を印加す る参照電圧 印加部 と、

前記複数の走査電極 に接続 され るとともに、前記複数の各走査電極 に対 し

て、前記極性液体が前記信号電圧 に応 じて、前記表示用空間の内部 を移動す

るの を許容す る選択電圧 と、前記極性液体が前記表示用空間の内部 を移動す

るの を阻止す る非選択電圧 との一方の電圧 を印加す る走査電圧 印加部 とを備

えている ことが好ま しい。

[0033] この場合、優れた表示品位 を有す るマ トリクス駆動方式の表示素子 を容易

に構成す る ことができるとともに、各画素領域の表示色 を適切 に変更す る こ

とができる。



[0034] また、上記表示素子において、前記複数の画素領域が、前記表示面側でフ

ルカラー表示が可能な複数の色に応 じてそれぞれ設けられてもよい。

[0035] この場合、複数の各画素において対応する極性液体が適切に移動されるこ

とにより、カラ一画像表示を行うことができる。

[0036] また、上記表示素子において、前記参照電極及び前記走査電極の表面上に

は、誘電体層が積層されていることが好ましい。

[0037] この場合、誘電体層が極性液体に印加する電界を確実に大きくして、当該

極性液体の移動速度をより容易に向上することができる。

[0038] また、上記表示素子において、前記非有効表示領域は、前記第 1 及び第 2

の基板の一方側に設けられた遮光膜によって設定され、

前記有効表示領域は、前記遮光膜に形成された開口部によって設定されて

いることが好ましい。

[0039] この場合、表示用空間に対 し、有効表示領域及び非有効表示領域を適切に

、かつ、確実に設定することができる。

[0040] また、本発明の電気機器は、文字及び画像を含んだ情報を表示する表示部

を備えた電気機器であって、

前記表示部に、上記いずれかの表示素子を用いたことを特徴とするもので

[0041 ] 上記のように構成された電気機器では、階調表示を行うときでも、表示品

位が低下するのを防 ぐことができる表示素子が表示部に用いられているので

、優れた表示品位を有する表示部を備えた高性能な電気機器を容易に構成す

ることができる。

発明の効果

[0042] 本発明によれば、階調表示を行うときでも、表示品位が低下するのを防 ぐ

ことができる表示素子、及びこれを用いた電気機器を提供することが可能と

なる。

図面の簡単な説明

[0043] [図1] 図 1 は、本発明の第 1 の実施形態にかかる表示素子、及び画像表示装置



を説明す る平面図である。

[図2] 図 2 は、表示面側か ら見た場合での図 1 に示 した上部基板側の要部構成

を示す拡大平面図である。

[図3] 図 3 は、非表示面側か ら見た場合での図 1 に示 した下部基板側の要部構

成 を示す拡大平面図である。

[図4] 図 4 ( a ) は、上記表示素子の 1 つの画素領域での要部構成 を示す拡大

平面図であ り、図 4 ( b ) は、図 4 ( a ) の I V b _ I V b 線断面図である

[図5] 図 5 ( a ) 及 び図 5 ( b ) は、それぞれ非 C F 着色表示時及び C F 着色

表示時における、図 1 に示 した表示素子の要部構成 を示す断面図である。

[図6] 図 6 は、上記画像表示装置の動作例 を説明す る図である。

[図7] 図 7 ( a ) は、本発明の第 2 の実施形態にかかる表示素子の 1 つの画素

領域での要部構成 を示す拡大平面図であ り、図 7 ( b ) は、図 7 ( a ) の V

I I b - V I I b 線断面図である。

[図8] 図 8 ( a ) 及 び図 8 ( b ) は、それぞれ非 C F 着色表示時及び C F 着色

表示時における、図 7 に示 した表示素子の要部構成 を示す断面図である。

[図9] 図 9 ( a ) は、本発明の第 3 の実施形態にかかる表示素子の 1 つの画素

領域での要部構成 を示す拡大平面図であ り、図 9 ( b ) は、図 9 ( a ) の I

X b - I X b 線断面図である。

[図 10] 図 1 0 ( a ) 及 び図 1 0 ( b ) は、それぞれ非 C F 着色表示時及び C

F 着色表示時における、図 9 に示 した表示素子の要部構成 を示す断面図であ

る。

[図 11] 図 1 1 は、表示面側か ら見た場合での本発明の第 4 の実施形態にかか

る表示素子の上部基板側の要部構成 を示す拡大平面図である。

[図 12] 図 1 2 は、非表示面側か ら見た場合での本発明の第 4 の実施形態にか

かる表示素子の下部基板側の要部構成 を示す拡大平面図である。

[図 13] 図 1 3 ( a ) は、本発明の第 4 の実施形態にかかる表示素子の 1 つの

画素領域での要部構成 を示す拡大平面図であ り、図 1 3 ( b ) は、図 1 3 (



a ) の X I I I b - X I I I b 線断面図である。

[図14] 図 1 4 ( a ) 及び図 1 4 ( b ) は、それぞれ非 C F 着色表示時及びC

F 着色表示時における、図 1 3 に示 した表示素子の要部構成を示す断面図で

[図15] 図 1 5 ( a ) は、本発明の第 2 の実施形態にかかる表示素子の変形例

における、 1 つの画素領域での要部構成を示す拡大平面図であり、図 1 5 (

b ) は、図 1 5 ( a ) の X V b —X V b 線断面図である。

[図16] 図 1 6 ( a ) は、本発明の第 3 の実施形態にかかる表示素子の変形例

における、 1 つの画素領域での要部構成を示す拡大平面図であり、図 1 6 (

b ) は、図 1 6 ( a ) の X V I b _ X V I b 線断面図である。

発明を実施するための形態

[0044] 以下、本発明の表示素子及び電気機器の好ましい実施形態について、図面

を参照 しながら説明する。尚、以下の説明では、カラー画像表示を表示可能

な表示部を備えた画像表示装置に本発明を適用 した場合を例示 して説明する

。また、各図中の構成部材の寸法は、実際の構成部材の寸法及び各構成部材

の寸法比率等を忠実に表 したものではない。

[0045] [第 1 の実施形態]

図 1 は、本発明の第 1 の実施形態にかかる表示素子、及び画像表示装置を

説明する平面図である。図 1 において、本実施形態の画像表示装置 1 では、

本発明の表示素子 1 0 を用いた表示部が設けられており、この表示部には矩

形状の表示面が構成されている。すなわち、表示素子 1 0 は、図 1 の紙面に

垂直な方向で互いに重ね合うように配置された上部基板 2 及び下部基板 3 を

備えており、これ らの上部基板 2 と下部基板 3 との重な り部分によって上記

表示面の有効表示領域が形成されている （詳細は後述。）。

[0046] また、表示素子 1 0 では、複数の信号電極 4 が互いに所定の間隔をおいて

、かつ、X 方向に沿ってス トライプ状に設けられている。また、表示素子 1

0 では、複数の参照電極 5 及び複数の走査電極 6 が、互いに交互に、かつ、

Y 方向に沿ってス トライプ状に設けられている。これ ら複数の信号電極 4 と



、複数の参照電極 5 及び複数の走査電極 6 とは、互いに交差するように設け

られており、表示素子 1 0 では、信号電極 4 と走査電極 6 との交差部単位に

、複数の各画素領域が設定されている。

[0047] また、これ ら複数の信号電極 4 、複数の参照電極 5 、及び複数の走査電極

6 は、互いに独立 して、第 1 の電圧としての H i g h 電圧 （以下、 " H 電圧

" という。）と、第 2 の電圧としての L o w 電圧 （以下、 " L 電圧" という

。）との間の所定の電圧範囲内の電圧が印加可能に構成されている （詳細は

後述。）。

[0048] さらに、表示素子 1 0 では、後に詳述するように、上記複数の各画素領域

が リブ （仕切壁）にて気密に区切 られるとともに、複数の画素領域が、上記

表示面側でフルカラー表示が可能な複数の色に応 じてそれぞれ設けられてい

る。そ して、表示素子 1 0 では、マ トリクス状に設けられた複数の画素 （表

示セル）毎に、エレク トロウエツティング現象にて後述の極性液体を移動さ

せ、表示面側での表示色を変更するようになっている。

[0049] また、複数の信号電極 4 、複数の参照電極 5 、及び複数の走査電極 6 では

、各々一端部側が表示面の有効表示領域の外側に引き出されて、端子部 4 a

、 5 a 、及び 6 a が形成されている。

[0050] 複数の信号電極 4 の各端子部 4 a には、配線 7 a を介 して信号 ドライバ 7

が接続されている。信号 ドライバ 7 は、信号電圧印加部を構成するものであ

り、画像表示装置 1 が文字及び画像を含んだ情報を表示面に表示する場合に

、複数の各信号電極 4 に対 して、情報に応 じた信号電圧 V d を印加するよう

に構成されている。

[0051 ] また、複数の参照電極 5 の各端子部 5 a には、配線 8 a を介 して参照 ドラ

ィバ 8 が接続されている。参照 ドライバ 8 は、参照電圧印加部を構成するも

のであり、画像表示装置 1 が文字及び画像を含んだ情報を表示面に表示する

場合に、複数の各参照電極 5 に対 して、参照電圧 V r を印加するように構成

されている。

[0052] また、複数の走査電極 6 の各端子部 6 a には、配線 9 a を介 して走査 ドラ



ィバ 9 が接続 されている。走査 ドライバ 9 は、走査電圧印加部を構成するも

のであ り、画像表示装置 1 が文字及び画像を含んだ情報を表示面に表示する

場合に、複数の各走査電極 6 に対 して、走査電圧 V s を印加するように構成

されている。

[0053] また、走査 ドライバ 9 では、複数の各走査電極 6 に対 して、上記極性液体

が移動するのを阻止する非選択電圧 と、極性液体が信号電圧 V d に応 じて移

動するのを許容する選択電圧 との一方の電圧を走査電圧 V s として印加する

ようになつている。また、参照 ドライバ 8 は、走査 ドライバ 9 の動作を参照

して動作するように構成 されてお り、参照 ドライバ 8 は、複数の各参照電極

5 に対 して、上記極性液体が移動するのを阻止する非選択電圧 と、極性液体

が信号電圧 V d に応 じて移動するのを許容する選択電圧 との一方の電圧を参

照電圧 V として印加するようになっている。

[0054] そ して、画像表示装置 1 では、走査 ドライバ 9 が例 えば図 1 の左側か ら右

側の各走査電極 6 に対 し、選択電圧を順次印加 し、かつ、参照 ドライバ 8 が

走査 ドライバ 9 の動作に同期 して図 1 の左側か ら右側の各参照電極 5 に対 し

、選択電圧を順次印加することによ り、ライン毎の走査動作が行われるよう

に構成 されている （詳細は後述。）。

[0055] また、信号 ドライバ 7 、参照 ドライバ 8 、及び走査 ドライバ 9 には、直流

電源または交流電源が含まれてお り、対応する信号電圧 V d 、参照電圧 V r

、及び走査電圧 V s を供給するようになっている。

[0056] また、参照 ドライバ 8 は、参照電圧 V r の極性を所定の時間 （例 えば、 1

フレーム）毎に切 り替えるように構成 されている。さらに、走査 ドライバ 9

は、参照電圧 V r の極性の切 り替えに対応 して、走査電圧 V s の各極性を切

り替えるように構成 されている。このように、参照電圧 V r 及び走査電圧 V

s の各極性が所定の時間毎に切 り替えられるので、参照電極 5 及び走査電極

6 に対 して常時同 じ極性の電圧を印加するときに比べて、これ らの参照電極

5 及び走査電極 6 での電荷の局在化を防 ぐことができる。さらに、電荷の局

在化に起因する表示不良 （残像現象）や信頼性 （寿命低下）の悪影響を防止



することができる。

[0057] ここで、図 2 〜図 5 も参照 して、表示素子 1 0 の画素構造について具体的

に説明する。

[0058] 図 2 は、表示面側か ら見た場合での図 1 に示 した上部基板側の要部構成を

示す拡大平面図である。図 3 は、非表示面側か ら見た場合での図 1 に示 した

下部基板側の要部構成を示す拡大平面図である。図 4 ( a ) は、上記表示素

子の 1 つの画素領域での要部構成を示す拡大平面図であ り、図 4 ( b ) は、

図 4 ( a ) の I V b _ I V b 線断面図である。図 5 ( a ) 及び図 5 ( b ) は

、それぞれ非 C F 着色表示時及び C F 着色表示時における、図 1 に示 した表

示素子の要部構成を示す断面図である。なお、図 2 及び図 3 では、図面の簡

略化のために、上記表示面に設けられた複数の画素の うち、図 1 の左上端部

に配設 された 1 2 個の画素を図示 している。また、図 2 では、図面の明瞭化

のために、非表示面側に設けられた後述の突起部材の図示は省略 している。

[0059] 図 2 〜図 5 において、表示素子 1 0 は、表示面側に設けられた第 1 の基板

としての上記上部基板 2 と、上部基板 2 の背面側 （非表示面側）に設けられ

た第 2 の基板 としての上記下部基板 3 とを備えている。また、表示素子 1 0

では、上部基板 2 と下部基板 3 が互いに所定の間隔をおいて配置 されること

によ り、これ ら上部基板 2 及び下部基板 3 の間に所定の表示用空間 S が形成

されている。また、この表示用空間 S の内部には、上記極性液体 1 6 及びこ

の極性液体 1 6 と混 じり合わない絶縁性のオイル 1 7 が当該表示用空間 S の

内部で上記 X 方向 （図 3 の左右方向）に移動可能に封入 されてお り、極性液

体 1 6 は後述の有効表示領域 P 側または非有効表示領域 P 2 側に移動でき

るようになっている。

[0060] さらに、表示用空間 S の内部には、後に詳述するように、上記画素領域 P

毎に絶縁性流体 としてのオイル 1 7 を移動 させるための移動用空間 K が設け

られてお り、極性液体 1 6 の移動に応 じて、オイル 1 7 を有効表示領域 P 1

側または非有効表示領域 P 2 側に円滑に、力、つ、適切に移動 させることがで

きるようになつている。



[006 1] 極性液体 1 6 には、例えば溶媒としての水と、溶質としての所定の電解質

を含んだ水溶液が用いられている。具体的には、例えば 1 m m o I L の塩

化カリウム （K C I ) の水溶液が極性液体 1 6 に用いられている。また、極

性液体 1 6 には、所定色、例えば自己分散型顔料によって黒色に着色された

ものが使用されている。

[0062] また、極性液体 1 6 は黒色に着色されているので、当該極性液体 1 6 は、

各画素において、光の透過を許容または阻止するシャッターとして機能する

ようになつている。つまり、表示素子 1 0 の各画素では、後に詳述するよう

に、極性液体 1 6 が表示用空間S の内部を参照電極 5 側 （有効表示領域 P 1

側）または走査電極 6 側 （非有効表示領域 P 2 側）にスライド移動すること

によって表示色が黒色またはR G B のいずれかの色に変更されるよう構成さ

れている。

[0063] また、オイル 1 7 には、例えば側鎖高級アルコール、側鎖高級脂肪酸、ァ

ルカン炭化水素、シリコーンオイル、マッチングオイルから選択された 1種

または複数種からなる無極性で、かつ、無色透明なオイルが用いられている

。また、このオイル 1 7 は、極性液体 1 6 のスライド移動に伴って、表示用

空間S の内部で上部基板 2 側に区画された移動用区空間K の内部を移動する

ようになつている。

[0064] 上部基板 2 には、無アルカリガラス基板などの透明なガラス材またはァク

リル系樹脂などの透明な合成樹脂等の透明な透明シート材が用いられている

。また、上部基板 2 の非表示面側の表面には、カラ一フィルタ層 1 1 が形成

されている。また、上部基板 2 の非表示面側の表面には、複数の突起部材 1

9 がカラ一フィルタ層 1 1 上に所定のパターンで形成されており、表示用空

間S の内部に移動用空間K を区画するようになっている （詳細は後述。）。

さらに、上部基板 2 の非表示面側の表面では、カラ一フィルタ層 1 1 及び突

起部材 1 9 を覆うように撥水膜 1 2 が設けられている。

[0065] また、下部基板 3 には、上部基板 2 と同様に、無アルカリガラス基板など

の透明なガラス材またはァクリル系樹脂などの透明な合成樹脂等の透明な透



明シー ト材が用いられている。また、下部基板 3 の表示面側の表面には、上

記参照電極 5 及び上記走査電極 6 が設けられており、さらに、これ らの参照

電極 5 及び走査電極 6 を覆うように、誘電体層 1 3 が形成されている。また

、この誘電体層 1 3 の表示面側の表面には、Y 方向及びX 方向にそれぞれ平

行となるように設けられた リブ 1 4 3 及び 1 4 b を有するリブ 1 4 力《設けら

れている。この リブ 1 4 は、画素領域 P に応 じて、表示用空間 S の内部を気

密に区切るように設けられており、図 3 に例示するように、画素領域 P毎に

枠状に構成されている。

[0066] また、下部基板 3 では、信号電極 4 が誘電体層 1 3 の表面上で リブ 1 4 a

を貫通するように形成されている。さらに、下部基板 3 では、信号電極 4 、

誘電体層 1 3 、及び リブ 1 4 a 、 1 4 b を覆 うように、撥水膜 1 5 が設けら

れている。

[0067] また、下部基板 3 の背面側 （非表示面側）には、例えば白色の照明光を発

光するバックライ ト1 8 が一体的に組み付けられており、透過型の表示素子

1 0 が構成されている。尚、バックライ ト1 8 には、冷陰極蛍光管や L E D

などの光源が用いられている。

[0068] カラ一フィルタ （Co l or F i I ter) 層 1 1 には、赤色 （R ) 、緑色 （G ) 、

及び青色 （B ) のカラ一フィルタ部 1 1 r 、 1 1 g 、及び 1 1 b と、遮光膜

としてのブラックマ トリクス部 1 1 s とが設けられており、 R G B の各色の

画素を構成するようになっている。つまり、カラ一フィルタ層 1 1 では、図

2 に例示するように、 R G B のカラ一フィルタ部 1 1 r 、 1 1 g 、 1 1 b 力《

X 方向に沿って順次設けられるとともに、各々 4 つのカラ一フィルタ部 1 1

r 、 1 1 g 、 1 1 b が Y 方向に沿って設けられており、X 方向及び Υ 方向に

それぞれ 3 個及び 4 個、合計 1 2 個の画素が配設されている。

[0069] また、表示素子 1 0 では、図 2 に例示するように、各画素領域 Ρ において

、画素の有効表示領域 Ρ に対応する箇所にR G Β のいずれかのカラ一フィ

ルタ部 1 1 r 、 1 1 g 、及び 1 1 b が設けられ、非有効表示領域 P 2 に対応

する箇所にブラックマ トリクス部 1 1 s が設けられている。つまり、表示素



子 1 0 では、上記表示用空間 S に対 し、ブラックマ トリクス部 （遮光膜） 1

s によって非有効表示領域 P 2 (非開口部）が設定され、そのブラックマ

トリクス部 1 1 s に形成された開口部 （つまり、いずれかのカラ一フィルタ

部 1 1 r 、 1 1 g 、及び 1 1 b ) によって有効表示領域 P 1 が設定されてい

る。

[0070] また、表示素子 1 0 では、カラ一フィルタ部 1 1 r 、 1 1 g 、 1 1 b の各

面積は、有効表示領域 P 1 の面積に対 し、同一または若干小さい値が選択さ

れている。一方、ブラックマ トリクス部 1 1 s の面積は、非有効表示領域 P

2 の面積に対 し、同一または若干大きい値が選択されている。尚、図 2 では

、隣接する画素の境界部を明確にするために、隣接する画素に応 じた 2 つの

ブラックマ トリクス部 1 1 s 間の境界線を点線にて示 しているが、実際の力

ラ一フィルタ層 1 1 では、ブラックマ トリクス部 1 1 s 間の境界線は存在 し

ない。

[0071 ] また、表示素子 1 0 では、上記仕切壁としての リブ 1 4 により表示用空間

S が画素領域 P 単位に区切 られている。すなわち、表示素子 1 0 では、各画

素の表示用空間 S は、図 3 に例示するように、互いに対向する 2 つの リブ 1

4 a と、互いに対向する 2 つの リブ 1 4 b とによって区画されており、画素

領域 P 毎に枠状の リブ 1 4 が設けられている。さらに、表示素子 1 0 では、

リブ 1 4 a 、 4 b はその先端部が上部基板 2 に当接するように設けられて

おり、 リブ 1 4 は、画素領域 P に応 じて、表示用空間 S の内部を気密に区切

るように構成されている。また、これ らの リブ 1 4 a 、 1 4 b には、例えば

エポキシ樹脂系 レジス ト材料が用いられている。

[0072] 撥水膜 1 2 、 5 には、透明な合成樹脂、好ましくは電圧印加時に極性液

体 1 6 に対 し親水層となる、例えばフッ素系樹脂が使用されている。これに

より、表示素子 1 0 では、上部基板 2 及び下部基板 3 の表示用空間 S 側の各

表面側での極性液体 1 6 との間の濡れ性 （接触角）を大きく変化させること

ができ、極性液体 1 6 の移動速度の高速化を図ることができる。また、誘電

体層 1 3 は、例えばパ リレンゃ窒化シリコン、酸化ハフニウム、酸化亜鉛、



二酸化チタン、あるいは酸化アル ミニウムを含有 した透明な誘電体膜によつ

て構成 されている。尚、各撥水膜 1 2 、 5 の具体的な厚 さ寸法は、数十 n

m 〜数 ; であ り、誘電体層 1 3 の具体的な厚 さ寸法は、数百 n m である。

また、撥水膜 1 5 は、信号電極 4 と極性液体 1 6 とを電気的に絶縁すること

はな く、極性液体 1 6 の応答性向上を阻害 しないようになっている。

[0073] 参照電極 5 及び走査電極 6 には、酸化インジウム系 （I T O ) 、酸化スズ

系 （S n 0 2) 、または酸化亜鉛系 （A Z O 、G Z O 、あるいは I Z O ) など

の透明な電極材料が用いられている。これ らの各参照電極 5 及び各走査電極

6 は、スパ ッタ法等の公知の成膜方法によ り、下部基板 3 上に帯状に形成 さ

れている。

[0074] 信号電極 4 には、 X 方向に平行 となるように配置 された線状配線が用いら

れている。また、この信号電極 4 には、 I T O 等の透明電極材料が用いられ

ている。さらに、信号電極 4 は、誘電体層 1 3 上で、 リブ 1 4 a を貫通 した

状態で、各画素領域 P の Y 方向でのほぼ中心部を通るように設置 されてお り

、撥水膜 1 5 を介 して極性液体 1 6 に電気的に接触するように構成 されてい

る。これによ り、表示素子 1 0 では、表示動作時での極性液体 1 6 の応答性

の向上が図 られている。

[0075] ここで、図 4 ( a ) 及び図 4 ( b ) を参照 して、上記突起部材 1 9 及び移

動用空間 K について具体的に説明する。尚、図 4 ( b ) では、図面の簡略化

のために、信号電極 4 、参照電極 5 、走査電極 6 、カラーフィルタ層 1 1 、

撥水膜 1 2 、 1 5 、及び誘電体層 1 3 の図示は省略する （後掲の図 7 ( b )

、図 9 ( b ) 、図 1 3 ( b ) 、図 1 5 ( b ) 、及び図 1 6 ( b ) においても

、同様。）。

[0076] 図 4 ( a ) 及び図 4 ( b ) に示すように、上部基板 2 の非表示面側の表面

には、複数、例 えば 4 0 個の突起部材 1 9 が互いに所定の間隔をおいて設け

られている。これ らの各突起部材 1 9 には、例 えばエポキシ樹脂系 レジス ト

材料が用いられてお り、各突起部材 1 9 は、直方体状に形成 されている。ま

た、各突起部材 1 9 は、上部基板 2 側か ら表示用空間 S の内部側に突出する



ように当該上部基板 2 側に設置されており、表示用空間 S の内部において、

移動用空間 K を区画している。すなわち、本実施形態の表示素子 1 0 では、

図 4 ( b ) に示すように、各画素領域 P において、オイル （絶縁性流体） 1

7 を移動させるための移動用空間にが、表示用空間 S の内部において、極性

液体 1 6 が移動する空間の上部基板 2 側に形成される。また、各突起部材 1

9 は、信号電極 4 、参照電極 5 、走査電極 6 、及び誘電体層 1 3 が設置され

た下部基板 3 側に設けられていないので、各突起部材 1 9 は、エレク トロウ

エツティング現象による極性液体 1 6 の移動を阻害しないように構成されて

いる。

[0077] また、複数の突起部材 1 9 では、図 4 ( a ) 及び図 4 ( b ) に示すように

、隣接する 2 つの突起部材 1 9 の間の寸法 h 1 、リブ 1 4 a と当該リブ 1 4

a に隣接する突起部材 1 9 との間の寸法 h 2 、及びリブ 1 4 b と当該リブ 1

4 b に隣接する突起部材 1 9 との間の寸法 h 3 が、各々上部基板 2 及び下部

基板 3 と垂直な方向での極性液体 1 6 の寸法 H よりも小さい寸法に設定され

ている。具体的にいえば、本実施形態では、寸法 h 1 〜ト3 は各々例ぇば 1

0 m に設定され、寸法 H は例えば 4 0 m に設定されている。

[0078] 以上のように、寸法 H よりも小さい寸法の寸法 h 1 〜 h 3 を用いることに

より、本実施形態では、極性液体 1 6 の動作 （移動）が不安定になるのを防

止することができる。すなわち、本願発明の発明者等による実験によれば、

極性液体 1 6 力、 隣接する 2 つの突起部材 1 9 の間、リブ 1 4 a と当該リブ

4 a に隣接する突起部材 1 9 との間、及びリブ 1 4 b に隣接する突起部材

9 との間の各間に入り込むのを防ぐことができる。この結果、本実施形態

では、極性液体 1 6 の動作が不安定になるのを防止することができる。尚、

本願発明の発明者等による実験によれば、例えば隣接する 2 つの突起部材 1

9 の間の寸法 h を、極性液体 1 6 の寸法 H 以上とした場合、極性液体 1 6

が当該隣接する 2 つの突起部材 1 9 の間に入り込んで、極性液体 1 6 の動作

が安定しなかった。

[0079] 上記のように構成された表示素子 1 0 の各画素では、図 5 ( a ) に例示す



るよ うに、極性液体 1 6 が カラ一 フィル タ部 1 1 r と参照電極 5 との間で保

持 され ると、バ ックライ ト1 8 か らの光が極性液体 1 6 によ り遮光 され て、

黒色表示 （非 C F 着色表示）が行われ る。一方、図 5 ( b ) に例 示す るよ う

に、極性液体 1 6 が ブラ ックマ トリクス部 1 1 s と走査電極 6 との間で保持

され ると、バ ックライ ト1 8 か らの光 は極性液体 1 6 に遮光 され る ことな く

、カラ一 フィル タ部 1 1 r を通過す る ことによ り、赤色表示 （C F 着色表示

) が行われ る。

[0080] 次 に、上記の よ うに構成 された本実施形態の画像表示装置 1 の表示動作 に

ついて、図 6 も参照 して具体 的に説明す る。

[0081 ] 図 6 は、上記画像表示装置の動作例 を説明す る図である。

[0082] 図 6 において、参照 ドライバ 8 及 び走査 ドライバ 9 は、例 えば同図の左側

か ら右側 に向か う所定の走査方 向で、参照電極 5 及 び走査電極 6 に対 して、

それ ぞれ参照電圧 V 及び走査電圧 V s と して上記選択電圧 を順次 印加す る

。具体 的には、参照 ドライバ 8 及 び走査 ドライバ 9 は、参照電極 5 及 び走査

電極 6 に対 して、選択電圧 と して H 電圧 （第 1 の電圧）及び L 電圧 （第 2 の

電圧） をそれ ぞれ順次 印加 して選択 ライ ンとす る走査動作 を行 う。また、 こ

の選択 ライ ンでは、信号 ドライバ 7 は外部か らの画像入 力信号 に応 じて、対

応す る信号電極 4 に対 して、 H 電圧 または L 電圧 を信号電圧 V d と して印加

す る。 これ によ り、選択 ライ ンの各画素では、極性液体 1 6 が有効表示領域

P 側 または非有効表示領域 P 2 側 に移動 され て、表示面側の表示色が変更

され る。また、 この とき、オイル 1 7 は、極性液体 1 6 の移動 に応 じて、移

動用空間 K の内部 を通 って、当該極性液体 1 6 の移動先 とは反対側の非有効

表示領域 P 2 側 または有効表示領域 P 側 に移動 され る。

[0083] 一方 、非選択 ライ ン、つま り残 り全ての参照電極 5 及 び走査電極 6 に対 し

ては、参照 ドライバ 8 及 び走査 ドライバ 9 は、それ ぞれ参照電圧 V r 及 び走

査電圧 V s と して上記非選択電圧 を印加す る。具体 的には、参照 ドライバ 8

及 び走査 ドライバ 9 は、残 り全ての参照電極 5 及 び走査電極 6 に対 して、非

選択電圧 と して、例 えば上記 H 電圧 と L 電圧の中間の電圧である中間電圧 （



M i d d I e 電圧、以下、 " M電圧" という。）を印加する。これにより、

非選択ラインの各画素では、極性液体 1 6 が有効表示領域 P 1側または非有

効表示領域 P 2 側で不必要な変動を生 じることなく静止され、表示面側の表

示色が変更されない。

[0084] 上記のような表示動作を行う場合、参照電極 5 、走査電極 6 、及び信号電

極 4 への印加電圧の組み合わせは、表 1 に示されるものとなる。さらに、極

性液体 1 6 の挙動及び表示面側の表示色は、表 1 に示すように、印加電圧に

応 じたものとなる。なお、表 1 では、 H電圧、 L 電圧、及びM電圧をそれぞ

れ " H " 、 " L " 、及び "M" にて略記 している （後掲の表 2 でも同様。）

。また、 H電圧、 L 電圧、及びM電圧の具体的な値は、それぞれ例えば+ 1

6 V 、O V 、及び+ 8 V である。

[0085] [表 1]

[0086] < 選択ラインでの動作>

選択ラインでは、信号電極 4 に対 して例えばH電圧が印加されているとき

では、参照電極 5 と信号電極 4 との間では、共にH電圧が印加されているの

で、これ らの参照電極 5 と信号電極 4 との間には、電位差が生 じていない。

一方、信号電極 4 と走査電極 6 との間では、走査電極 6 に対 して、 L 電圧が

印加されているので、電位差が生 じている状態となる。このため、極性液体

6 は、信号電極 4 に対 して、電位差が生 じている走査電極 6 側に表示用空



間 S の内部を移動する。この結果、極性液体 1 6 は、図 5 ( b ) に例示 した

ように、非有効表示領域 P 2 側に移動 した状態とな り、オイル 1 7 を参照電

極 5 側に移動させて、バ ックライ ト1 8 か らの照明光がカラ一フィルタ部 1

r に達するのを許容する。これにより、表示面側での表示色は、カラ一フ

ィルタ部 1 1 r による赤色表示 （C F 着色表示）の状態となる。また、画像

表示装置 1 では、隣接するR G B の 3 つの全画素において、それ らの極性液

体 1 6 が非有効表示領域 P 2 側に移動 して、 C F 着色表示が行われたときに

、当該 R G B の画素か らの赤色光、緑色光、及び青色光が白色光に混色 して

、白色表示が行われる。

[0087] —方、選択ラインにおいて、信号電極 4 に対 して L 電圧が印加されている

ときでは、参照電極 5 と信号電極 4 との間では、電位差が生 じ、信号電極 4

と走査電極 6 との間には、電位差が生 じていない。従 って、極性液体 1 6 は

、信号電極 4 に対 して、電位差が生 じている参照電極 5 側に表示用空間 S の

内部を移動する。この結果、極性液体 1 6 は、図 5 ( a ) に例示 したように

、有効表示領域 P 1 側に移動 した状態とな り、バ ックライ ト1 8 か らの照明

光がカラ一フィルタ部 1 1 r に達するのを阻止する。これにより、表示面側

での表示色は、極性液体 1 6 による黒色表示 （非 C F 着色表示）の状態とな

る。

[0088] < 非選択ラインでの動作 >

非選択ラインでは、信号電極 4 に対 して例えば H電圧が印加されていると

きでは、極性液体 1 6 は現状の位置に静止 した状態で維持されて、現状の表

示色で維持される。すなわち、参照電極 5 及び走査電極 6 の双方に対 して、

M電圧が印加されているので、参照電極 5 と信号電極 4 との間の電位差及び

走査電極 6 と信号電極 4 との間の電位差は、共に同 じ電位差が生 じるか らで

ある。この結果、表示色は、現状の黒色表示またはC F 着色表示か ら変更さ

れずに維持される。

[0089] 同様に、非選択ラインにおいて、信号電極 4 に対 して L 電圧が印加されて

いるときでも、極性液体 1 6 は現状の位置に静止 した状態で維持されて、現



状の表示色で維持 され る。すなわち、参照電極 5 及び走査電極 6 の双方に対

して、M 電圧が印加 されているので、参照電極 5 と信号電極 4 との間の電位

差及び走査電極 6 と信号電極 4 との間の電位差は、共に同 じ電位差が生 じる

か らである。

[0090] 以上の ように、非選択 ラインにおいては、信号電極 4 が H 電圧及び L 電圧

のいずれかの電圧であっても、極性液体 1 6 は移動せずに、静止 して、表示

面側での表示色 は変化 しない。

[0091 ] —方、選択 ラインにおいては、信号電極 4 への印加電圧に応 じて、上述の

ように、極性液体 1 6 を移動 させ ることができ、表示面側での表示色 を変更

させ ることができる。

[0092] また、画像表示装置 1 では、表 1 に示 した印加電圧の組み合わせによって

、選択 ライン上の各画素での表示色 は、例 えば図 6 に示す ように、各画素に

対応す る信号電極 4 への印加電圧に応 じて、カラー フィル タ部 1 1 r 、 1 1

g 、 1 1 b による C F 着色 （赤色、緑色、あるいは青色）または極性液体 1

6 による非 C F 着色 （黒色） となる。また、参照 ドライバ 8 及び走査 ドライ

バ 9 が、それぞれ参照電極 5 及び走査電極 6 の選択 ラインを、例 えば図 6 の

左か ら右へ走査動作 を行 う場合、画像表示装置 1 の表示部での各画素の表示

色 もまた同図 6 の左か ら右 に向か って順次変化す ることとなる。 したが って

、参照 ドライバ 8 及び走査 ドライバ 9 による選択 ラインの走査動作 を高速で

行 うことによ り、画像表示装置 1 において、表示部での各画素の表示色 も高

速に変化 させ ることが可能 となる。 さらに、選択 ラインの走査動作に同期 さ

せて信号電極 4 への信号電圧 V d の印加 を行 うことによ り、画像表示装置 1

では、外部か らの画像入力信号 に基づいて、動画像 を含んだ種 々の情報 を表

示す ることが可能 となる。

[0093] また、参照電極 5 、走査電極 6 、及び信号電極 4 への印加電圧の組み合わ

せは、表 1 に限定 され るものではな く、表 2 に示す ものでもよい。

[0094]



ほ 2]

[0095] すなわち、参照 ドライバ 8 及び走査 ドライバ 9 は、例 えば同図の左側か ら

右側に向か う所定の走査方向で、参照電極 5 及び走査電極 6 に対 して、選択

電圧 として L 電圧 （第 2 の電圧）及び H 電圧 （第 1 の電圧）をそれぞれ順次

印加 して選択ラインとする走査動作を行 う。また、この選択ラインでは、信

号 ドライバ 7 は外部か らの画像入力信号に応 じて、対応する信号電極 4 に対

して、 H 電圧または L 電圧を信号電圧 V d として印加する。

[0096] 一方、非選択ライン、つま り残 り全ての参照電極 5 及び走査電極 6 に対 し

ては、参照 ドライバ 8 及び走査 ドライバ 9 は、非選択電圧 としてM 電圧を印

加する。

[0097] < 選択ラインでの動作 >

選択ラインでは、信号電極 4 に対 して例 えば L 電圧が印加 されているとき

では、参照電極 5 と信号電極 4 との間では、共に L 電圧が印加 されているの

で、これ らの参照電極 5 と信号電極 4 との間には、電位差が生 じていない。

一方、信号電極 4 と走査電極 6 との間では、走査電極 6 に対 して、 H 電圧が

印加 されているので、電位差が生 じている状態 となる。従 って、極性液体 1

6 は、信号電極 4 に対 して、電位差が生 じている走査電極 6 側に表示用空間

S の内部を移動する。この結果、極性液体 1 6 は、図 5 ( b ) に例示 したよ

うに、非有効表示領域 P 2 側に移動 した状態 とな り、オイル 1 7 を参照電極



5 側に移動させて、バ ックライ ト1 8 か らの照明光がカラ一フィルタ部 1 1

r に達するのを許容する。これにより、表示面側での表示色は、カラ一フィ

ルタ部 1 1 r による赤色表示 （C F 着色表示）の状態となる。また、表 1 に

示 した場合と同様に、隣接するR G B の 3 つの全画素において、C F 着色表

示が行われたときには、白色表示が行われる。

[0098] —方、選択ラインにおいて、信号電極 4 に対 して H電圧が印加されている

ときでは、参照電極 5 と信号電極 4 との間では、電位差が生 じ、信号電極 4

と走査電極 6 との間には、電位差が生 じていない。従 って、極性液体 1 6 は

、信号電極 4 に対 して、電位差が生 じている参照電極 5 側に表示用空間 S の

内部を移動する。この結果、極性液体 1 6 は、図 5 ( a ) に例示 したように

、有効表示領域 P 1 側に移動 した状態とな り、バ ックライ ト1 8 か らの照明

光がカラ一フィルタ部 1 1 r に達するのを阻止する。これにより、表示面側

での表示色は、極性液体 1 6 による黒色表示 （非 C F 着色表示）の状態とな

る。

[0099] < 非選択ラインでの動作>

非選択ラインでは、信号電極 4 に対 して例えば L 電圧が印加されていると

きでは、極性液体 1 6 は現状の位置に静止 した状態で維持されて、現状の表

示色で維持される。すなわち、参照電極 5 及び走査電極 6 の双方に対 して、

M電圧が印加されているので、参照電極 5 と信号電極 4 との間の電位差及び

走査電極 6 と信号電極 4 との間の電位差は、共に同 じ電位差が生 じるか らで

ある。この結果、表示色は、現状の黒色表示またはC F 着色表示か ら変更さ

れずに維持される。

[01 00] 同様に、非選択ラインにおいて、信号電極 4 に対 して H電圧が印加されて

いるときでも、極性液体 1 6 は現状の位置に静止 した状態で維持されて、現

状の表示色で維持される。すなわち、参照電極 5 及び走査電極 6 の双方に対

して、M電圧が印加されているので、参照電極 5 と信号電極 4 との間の電位

差及び走査電極 6 と信号電極 4 との間の電位差は、共に同 じ電位差が生 じる

か らである。



[01 0 1 ] 以上のように、表 2 に示 した場合でも、表 1 に示 した場合 と同様 に、非選

択 ラインにおいては、信号電極 4 が H 電圧及び L 電圧のいずれかの電圧であ

つても、極性液体 1 6 は移動せずに、静止 して、表示面側での表示色 は変化

しない。

[01 02] —方、選択 ラインにおいては、信号電極 4 への印加電圧に応 じて、上述の

ように、極性液体 1 6 を移動 させ ることができ、表示面側での表示色 を変更

させ ることができる。

[01 03] また、本実施形態の画像表示装置 1 では、表 1 及び表 2 に示 した印加電圧

の組み合わせ以外に、信号電極 4 への印加電圧 を、 H 電圧または L 電圧の 2

値だ けではな く、 これ らの H 電圧 と L 電圧 との間の電圧 を、表示面側 に表示

され る情報 に応 じて変化 させ ることもできる。すなわち、画像表示装置 1 で

は、信号電圧 V d を制御す ることによ り、階調表示が可能 となる。 これ によ

り、表示性能に優れた表示素子 1 0 を構成す ることができる。

[01 04] 以上のように構成 された本実施形態の表示素子 1 0 では、表示用空間 S の

内部は リブ 1 4 によって複数の各画素領域 P に応 じて気密に区切 られている

。 これ によ り、本実施形態の表示素子 1 0 では、上記従来例 と異な り、オイ

ル （絶縁性流体） 1 7 が隣接す る画素領域 P か ら流れ込むのを防 ぐことがで

き、隣接す る画素領域 P か らのオイル 1 7 による極性液体 1 6 の微少な移動

が生 じるのを防止す ることができる。また、本実施形態の表示素子 1 0 では

、表示用空間 S の内部において、画素領域 P 毎にオイル 1 7 を移動 させ るた

めの移動用空間 K が設 けられている。 これ によ り、本実施形態の表示素子 1

0 では、表示色 を変更す るときに極性液体 1 6 を移動 させ る場合でも、当該

極性液体 1 6 を円滑に、かつ、適切に移動 させ ることができる。従 って、本

実施形態では、階調表示を行 うときでも、表示品位が低下す るのを防 ぐこと

ができる表示素子 1 0 を構成す ることができる。

[01 05] また、本実施形態では、移動用空間 K は、表示用空間 S の内部において、

当該表示用空間 S の内部側 に突出す るように上部基板 （第 1 及び第 2 の基板

の他方側） 2 側 に設 けられ るとともに、互 いに所定の間隔をおいて設置 され



た複数の突起部材 1 9 を用 いて、区画 されている。 これ によ り、本実施形態

では、複数の突起部材 1 9 によって表示用空間 S の内部に移動用空間 K を適

切に設 けることができる。

[01 06] また、本実施形態の画像表示装置 （電気機器） 1 では、階調表示を行 うと

きでも、表示品位が低下す るのを防 ぐことができる表示素子 1 0 が表示部に

用 い られているので、優れた表示品位 を有す る表示部 を備 えた高性能な画像

表示装置 （電気機器） 1 を容易に構成す ることができる。

[01 07] また、本実施形態の表示素子 1 0 では、信号 ドライバ （信号電圧印加部）

7 、参照 ドライバ （参照電圧印加部） 8 、及び走査 ドライバ （走査電圧印加

部） 9 が信号電極 4 、参照電極 5 、及び走査電極 6 に対 して、信号電圧 V d

、参照電圧 V r 、及び走査電圧 V s を印加す るようにな っている。 これ によ

り、本実施形態では、優れた表示品位 を有す るマ トリクス駆動方式の表示素

子 1 0 を容易に構成す ることができるとともに、各画素領域の表示色 を適切

に変更す ることができる。

[01 08] [第 2 の実施形態 ]

図 7 ( a ) は、本発明の第 2 の実施形態にかかる表示素子の 1 つの画素領

域での要部構成 を示す拡大平面図であ り、図 7 ( b ) は、図 7 ( a ) の V I

I b - V I I b 線断面図である。図 8 ( a ) 及 び図 8 ( b ) は、それぞれ非

C F 着色表示時及び C F 着色表示時における、図 7 に示 した表示素子の要部

構成 を示す断面図である。図において、本実施形態 と上記第 1 の実施形態 と

の主な相違点は、移動用空間の内部において、一端部側及び他端部側がそれ

ぞれ有効表示領域側及び非有効表示領域側 に設 けられ るとともに、極性液体

の移動に応 じて、絶縁性流体 を有効表示領域側 または非有効表示領域側 に案

内す るガイ ド部 を設置 した点である。なお、上記第 1 の実施形態 と共通す る

要素については、同 じ符号 を付 して、その重複 した説明を省略す る。

[01 09] す なわち、図 7 ( a ) 乃至図 8 ( b ) に示す ように、本実施形態の表示素

子 1 0 では、上部基板 2 の非表示面側の表面において、複数、例 えば 4 本の

レール部材 2 0 が互 いに所定の間隔をおいて設 けられている。 これ らの各 レ



一ル部材 2 0 には、例 えばエポキシ樹脂系 レジス ト材料が用 い られてお り、

各 レール部材 2 0 は、長尺の直方体状に形成 されている。

[01 0] また、各 レール部材 2 0 は、上部基板 2 側か ら表示用空間 S の内部側 に突

出す るように、かつ、当該上部基板 2 側 で有効表示領域 P 1 と非有効表示領

域 P 2 とを接続す るように直線状に設 けられてお り、表示用空間 S の内部に

おいて、移動用空間 K を区画 している。すなわち、本実施形態の表示素子 1

0 では、第 1 の実施形態の もの と同様 に、例 えば図 7 ( b ) に示す ように、

各画素領域 P において、オイル （絶縁性流体） 1 7 を移動 させ るための移動

用空間 にが、表示用空間 S の内部において、極性液体 1 6 が移動す る空間の

上部基板 2 側 に形成 され る。

[01 11] また、複数の レール部材 2 0 は、例 えば図 8 ( a ) 及 び図 8 ( b ) に示す

ように、移動用空間 K の内部において、一端部側及び他端部側がそれぞれ有

効表示領域 P 側及び非有効表示領域 P 2 側 に設 けられ るとともに、極性液

体 1 6 の移動に応 じて、オイル 1 7 を有効表示領域 P 1 側 または非有効表示

領域 P 2 側 に案内す るガイ ド部 G (図 7 ( a ) ) と して機能す るようにな つ

ている。また、各 レール部材 2 0 は、信号電極 4 、参照電極 5 、走査電極 6

、及び誘電体層 1 3 が設置 された下部基板 3 側 に設 けられていないので、各

レール部材 2 0 は、エ レク トロウヱッテ ィング現象による極性液体 1 6 の移

動 を阻害 しないように構成 されている。

[01 2] また、複数の レール部材 2 0 では、図 7 ( a ) 及 び図 7 ( b ) に示す よう

に、隣接す る 2 本の レール部材 2 0 の間の寸法 h 4 、 リブ 1 4 a と当該 リブ

4 a に隣接す る レール部材 2 0 との間の寸法 h 5 、及び リブ 1 4 b と当該

リブ 1 4 b に隣接す る レール部材 2 0 との間の寸法 h 6 力、 各々上部基板 2

及び下部基板 3 と垂直な方向での極性液体 1 6 の寸法 H よ りも小 さい寸法に

設定 されている。具体的にいえば、本実施形態では、寸法 h 4 〜 h 6 は各 々

例 えば 1 O m に設定 され、寸法 H は例 えば 4 0 パm に設定 されている。

[01 3] 以上のように、寸法 H よ りも小 さい寸法の寸法 h 4 〜 h 6 を用 いることに

よ り、本実施形態では、極性液体 1 6 の動作 （移動）が不安定になるのを防



止す ることができる。すなわち、本願発明の発明者等による実験 によれ ば、

極性液体 1 6 力、 隣接す る 2 つの レー ル 部材 2 0 の間、 リブ 1 4 a と当該 リ

ブ 1 4 a に隣接す る レール部材 2 0 との間、及び リブ 1 4 b に隣接す る レー

ル部材 2 0 との間の各間に入 り込むのを防 ぐことができる。 この結果、本実

施形態では、極性液体 1 6 の動作が不安定になるのを防止す ることができる

。尚、本願発明の発明者等による実験 によれ ば、例 えば隣接す る 2 つの レー

ル部材 2 0 の間の寸法 h 4 を、極性液体 1 6 の寸法 H 以上 と した場合、極性

液体 1 6 が当該隣接す る 2 つの レー ル 部材 2 0 の間に入 り込んで、極性液体

6 の動作が安定 しなか った。

[01 4 ] 以上の構成によ り、本実施形態では、上記第 1 の実施形態 と同様な作用

効果を奏す ることができる。また、本実施形態では、極性液体 1 6 の移動に

応 じて、オイル （絶縁性流体） 1 7 を有効表示領域 P 1 側 または非有効表示

領域 P 2 側 に案内す るガイ ド部 G が設置 されている。 これ によ り、本実施形

態では、オイル 1 7 は極性液体 1 6 の移動に応 じて、ガイ ド部 G によって有

効表示領域 P 1 側 または非有効表示領域 P 2 側 に案内され ることとな り、表

示色 を変更す るときに極性液体 1 6 を移動 させ る場合において、当該極性液

体 1 6 をよ り円滑に、かつ、よ り適切に移動 させ ることができる。 この結果

、本実施形態では、優れた表示品位 を有す る表示素子 1 0 を容易に構成す る

ことができる。

[01 5 ] また、本実施形態では、ガイ ド部 G において、表示用空間 S の内部側 に突

出す るように、かつ、上部基板 2 側で有効表示領域 P 1 と非有効表示領域 P

2 とを接続す るように直線状に設 けられ るとともに、互 いに所定の間隔をお

いて設置 された複数の レール部材 2 0 が用 い られている。 これ によ り、本実

施形態では、 レール部材 2 0 を用 いて、極性液体 1 6 の移動に応 じて、オイ

ル 1 7 を有効表示領域 P 1 側 または非有効表示領域 P 2 側 に適宜案内す るこ

とができる。

[01 6] [第 3 の実施形態 ]

図 9 ( a ) は、本発明の第 3 の実施形態にかかる表示素子の 1 つの画素領



域での要部構成 を示す拡大平面図であ り、図 9 ( b ) は、図 9 ( a ) の I X

b _ I X b 線断面図である。図 1 0 ( a ) 及 び図 1 0 ( b ) は、それぞれ非

C F 着色表示時及び C F 着色表示時における、図 9 に示 した表示素子の要部

構成 を示す断面図である。図において、本実施形態 と上記第 2 の実施形態 と

の主な相違点は、ガイ ド部において、第 1 及び第 2 の基板の他方側 と対向す

るように 2 本の レール部材の各先端部に接続 され るとともに、表示用空間の

内部で極性液体 に接触す るように平面状に構成 された平板部材 を設 けた点で

ある。なお、上記第 2 の実施形態 と共通す る要素については、同 じ符号 を付

して、その重複 した説明を省略す る。

[01 7] す なわち、図 9 ( a ) 乃至図 1 0 ( b ) に示す ように、本実施形態の表示

素子 1 0 では、ガイ ド部 2 1 が上部基板 2 の非表示面側 に設 けられている。

このガイ ド部 2 には、上部基板 2 の非表示面側の表面上で互 いに所定の間

隔をおいて設 けられた複数、例 えば 2 本の レール部材 2 a と、上部基板 2

と対向す るように 2 本の レール部材 2 a の各先端部に接続 され るとともに

、表示用空間 S の内部で極性液体 1 6 に接触す るように平面状に構成 された

平板部材 2 b とが含まれている。

[01 8] ガイ ド部 2 は、第 2 の実施形態の もの と同様 に、移動用空間 K の内部に

おいて、一端部側及び他端部側がそれぞれ有効表示領域 P 1 側及び非有効表

示領域 P 2 側 に設 けられ るとともに、極性液体 1 6 の移動に応 じて、オイル

を有効表示領域 P 側 または非有効表示領域 P 2 側 に案内す るよう構成

されている。そ して、本実施形態の表示素子 1 0 では、第 2 の実施形態の も

の と同様 に、例 えば図 9 ( b ) に示す ように、各画素領域 P において、オイ

ル （絶縁性流体） 1 7 を移動 させ るための移動用空間 にが、表示用空間 S の

内部において、極性液体 1 6 が移動す る空間の上部基板 2 側 に形成 され る。

[01 9] また、各 レール部材 2 a は、上部基板 2 側か ら表示用空間 S の内部側 に

突出す るように、かつ、当該上部基板 2 側 で有効表示領域 P 1 と非有効表示

領域 P 2 とを接続す るように直線状に設 けられている。また、平板部材 2 1

b は、 2 本の レール部材 2 1 a 及び上部基板 2 との間に、 トンネル状の移動



用空間 K が形成 され るように、 これ らの 2 本の レール部材 2 1 a の先端部に

接続 されている。また、各 レール部材 2 a 及び平板部材 2 b には、例 え

ばエポキシ樹脂系 レジス ト材料が用 い られている。また、各 レール部材 2 1

a 及び平板部材 2 b は、信号電極 4 、参照電極 5 、走査電極 6 、及び誘電

体層 1 3 が設置 された下部基板 3 側 に設 けられていないので、各 レール部材

2 a 及び平板部材 2 b は、エ レク トロゥエツテ ィング現象による極性液

体 1 6 の移動 を阻害 しないように構成 されている。

[01 20] また、 2 本の レール部材 2 a 及び平板部材 2 b では、図 9 ( a ) 及び

図 9 ( b ) に示す ように、 リブ 1 4 a と当該 リブ 1 4 a に隣接す る レール部

材 2 1 a 及び平板部材 2 1 b との間の寸法 h 8 、及び リブ 1 4 b と当該 リブ

4 b に隣接す る レール部材 2 a 及び平板部材 2 b との間の寸法 h 9 が

、各々上部基板 2 及び下部基板 3 と垂直な方向での極性液体 1 6 の寸法 H よ

りも小 さい寸法に設定 されている。具体的にいえば、本実施形態では、寸法

h 8 及び h 9 は各々例 えば 1 0 〃m に設定 され、寸法 H は例 えば 4 0 〃口に

設定 されている。なお、隣接す る 2 本の レー ル 部材 2 1 a の間の寸法 h 7 は

、例 えば 5 0 パm に設定 されているが、 これ ら 2 本の レール部材 2 1 a の間

の間隙は平板部材 2 b によって覆われているため、極性液体 1 6 が侵入 し

ないようにな っている。

[01 2 1 ] 以上のように、寸法 H よ りも小 さい寸法の寸法 h 8 及び h 9 を用 いること

によ り、本実施形態では、極性液体 1 6 の動作 （移動）が不安定になるのを

防止す ることができる。すなわち、本願発明の発明者等による実験 によれ ば

、極性液体 1 6 力、 リブ 1 4 a と当該 リブ 1 4 a に隣接す る レー ル 部材 2

a 及び平板部材 2 1 b との間、及び リブ 1 4 b と当該 リブ 1 4 b に隣接す る

レール部材 2 a 及び平板部材 2 b との間の各間に入 り込むのを防 ぐこと

ができる。 この結果、本実施形態では、極性液体 1 6 の動作が不安定になる

のを防止す ることができる。尚、本願発明の発明者等による実験 によれ ば、

例 えば リブ 1 4 a と当該 リブ 1 4 a に隣接す る レール部材 2 a 及び平板部

材 2 b との間の寸法 h 8 を、極性液体 1 6 の寸法 H 以上 と した場合、極性



液体 1 6 が 当該 リブ 1 4 a と当該 リブ 1 4 a に隣接す る レール部材 2 1 a 及

び平板部材 2 b との間に入 り込んで、極性液体 1 6 の動作が安定 しなか つ

た。

[01 22] 以上の構成によ り、本実施形態では、上記第 2 の実施形態 と同様な作用

効果を奏す ることができる。また、本実施形態では、ガイ ド部 2 において

、上部基板 2 側 と対向す るように 2 本の レール部材 2 a の各先端部に接続

され るとともに、表示用空間 S の内部で極性液体 1 6 に接触す るように平面

状に構成 された平板部材 2 1 b が用 い られている。 これ によ り、本実施形態

では、平板部材 2 b 、 2 本の レール部材 2 a 、及び上部基板 2 側 との間

に、 トンネル状の移動用空間 K を確実に設 けることができる。また、平板部

材 2 1 b は、表示用空間 S の内部で極性液体 1 6 に接触す るように平面状に

構成 されているので、極性液体 1 6 をよ り確実に安定 して動作 させ ることが

できる。

[01 23] [第 4 の実施形態 ]

図 1 1 は、表示面側か ら見た場合での本発明の第 4 の実施形態にかかる表

示素子の上部基板側の要部構成 を示す拡大平面図である。図 1 2 は、非表示

面側か ら見た場合での本発明の第 4 の実施形態にかかる表示素子の下部基板

側の要部構成 を示す拡大平面図である。図 1 3 ( a ) は、本発明の第 4 の実

施形態にかかる表示素子の 1 つの画素領域での要部構成 を示す拡大平面図で

あ り、図 1 3 ( b ) は、図 1 3 ( a ) の X I I I b - X I I l b 線断面図で

ある。図 1 4 ( a ) 及 び図 1 4 ( b ) は、それぞれ非 C F 着色表示時及び C

F 着色表示時における、図 1 3 に示 した表示素子の要部構成 を示す断面図で

ある。なお、図 1 1 では、図面の明瞭化のために、非表示面側 に設 けられた

後述の レール部材の図示は省略 している。

[01 24] 図において、本実施形態 と上記第 2 の実施形態 との主な相違点は、ガイ ド

部において、第 1 及び第 2 の基板の少な くとも一方側で有効表示領域 と非有

効表示領域 とを接続す るように直線状に設 けられ るとともに、極性液体 を挟

むように互 いに所定の間隔をおいて設置 された 2 本の レール部材 を用 いた点



である。なお、上記第 2 の実施形態 と共通す る要素については、同 じ符号 を

付 して、その重複 した説明を省略す る。

[01 25] す なわち、図 1 1 及び図 1 2 に示す ように、本実施形態の表示素子 1 0 で

は、信号電極 4 が上部基板 2 の非表示面側 に設 けられている。また、 この上

部基板 2 の非表示面側 には、図 1 3 ( a ) 乃至図 1 4 ( b ) に示す ように、

ガイ ド部 G が設 けられている。 このガイ ド部 G には、上部基板 2 の非表示面

側の表面上で、極性液体 1 6 を挟むように互 いに所定の間隔をおいて設 けら

れた 2 本の レール部材 2 2 が含まれている。

[01 26] ガイ ド部 G は、第 2 の実施形態の もの と同様 に、移動用空間 K の内部にお

いて、一端部側及び他端部側がそれぞれ有効表示領域 P 1 側及び非有効表示

領域 P 2 側 に設 けられ るとともに、極性液体 1 6 の移動に応 じて、オイル 1

を有効表示領域 P 側 または非有効表示領域 P 2 側 に案内す るよう構成 さ

れている。そ して、本実施形態の表示素子 1 0 では、第 2 の実施形態の もの

と同様 に、例 えば図 1 3 ( b ) に示す ように、各画素領域 P において、オイ

ル （絶縁性流体） 1 7 を移動 させ るための移動用空間 にが、表示用空間 S の

内部において、極性液体 1 6 が移動す る空間の リブ 1 4 b 側 （すなわち、各

レール部材 2 2 の リブ 1 4 b 側）に形成 され る。

[01 27] また、各 レール部材 2 2 は、上部基板 2 側か ら表示用空間 S の内部側 に突

出す るように、かつ、当該上部基板 2 側 で有効表示領域 P 1 と非有効表示領

域 P 2 とを接続す るように直線状に設 けられている。また、各 レール部材 2

2 には、例 えばエポキシ樹脂系 レジス ト材料が用 い られている。また、 2 本

の レール部材 2 2 は、極性液体 1 6 を挟むように平行に設 けられているので

、各 レール部材 2 2 は、エ レク トロゥヱッテ ィング現象による極性液体 1 6

の移動 を阻害 しないように構成 されている。

[01 28] また、 2 本の各 レール部材 2 2 では、図 1 3 ( a ) 及び図 1 3 ( b ) に示

す ように、極性液体 1 6 の移動方向での端部 と リブ 1 4 a との間の寸法 h

0 が、画素領域 P の極性液体 1 6 の移動方向での寸法 A に対 して、下記不等

式 （1 ) を満足す るように、設定 されている。 これ によ り、本実施形態では



、極性液体 1 6 及びオイル 1 7 の円滑な移動 を行 うことができるようにな つ

ている。

[01 29] 0 . 0 2 X A ≤ h 0 ≤ 0 . 7 x A ( )

尚、本願発明の発明者等による実験 によれ ば、例 えば リブ 1 4 a と レール

部材 2 2 の端部 との間の寸法 h 1 0 を、 0 . 0 2 X A よ りも小 さくした場合

には、 レール部材 2 2 と リブ 1 4 b との間の移動用空間 K の内部側 にオイル

7 が流れ込み に くくな つて、極性液体 1 6 及びオイル 1 7 の円滑な移動 を

阻害 した。また、寸法 h 1 0 を、 0 . 1 7 X A よ りも大 き くした場合には、

極性液体 1 6 力《リブ 1 4 a と レール部材 2 2 との間に入 り込んで、極性液体

6 の動作が安定 しなか った。

[01 30] また、 2 本の各 レール部材 2 2 では、図 1 3 ( b ) に示す ように、上部基

板 2 及び下部基板 3 と垂直な方向での寸法 h が、上部基板 2 及び下部基板 3

と垂直な方向での極性液体 1 6 の寸法 H に対 して、下記の不等式 （2 ) を満

足す るように、

0 . 6 5 X H ≤ h ≤ H ( 2 )

設定 されている。

[01 3 1 ] 具体 的には、図 1 3 ( b ) に例 示す るように、 2 本の各 レール部材 2 2 で

は、上部基板 2 及び下部基板 3 と垂直な方向での寸法 h が、上部基板 2 及び

下部基板 3 と垂直な方向での極性液体 1 6 の寸法 H と同一に設定 されている

。 これ によ り、本実施形態では、 2 本の レール部材 2 2 によって極性液体 1

6 を確実に挟む ことができ、極性液体 1 6 をよ り適切に移動 させ ることがで

きる。尚、本願発明の発明者等による実験 によれ ば、上記寸法 h を、 0 . 6

5 X H よ りも小 さい値に設定 した場合には、 2 本の レール部材 2 2 によって

極性液体 1 6 を挟む ことができずに、当該極性液体 1 6 の動作が不安定なも

の とな つた。また、寸法 h を、寸法 H よ りも大 き く設定 した場合には、 レー

ル部材 2 2 の寸法 h が リブ 1 4 b の上記垂直な方向での寸法 よ りも大 き くな

つて、各画素領域 P で表示用空間 S の内部 を気密に区切 ることが困難なもの

とな った。



[01 32] 以上の構成によ り、本実施形態では、上記第 2 の実施形態 と同様な作用

効果を奏す ることができる。また、本実施形態では、ガイ ド部 G において、

極性液体 1 6 を挟むように互 いに所定の間隔をおいて設置 された 2 本の レー

ル部材 2 2 が用 い られている。 これ によ り、本実施形態では、 2 本の各 レー

ル部材 2 2 の外側の空間を上記移動用空間 K と して確実に用 いることができ

、表示色 を変更す るときに、オイル （絶縁性流体） 1 7 及び極性液体 1 6 の

円滑な移動 を確実に行 うことができる。

[01 33] 尚、上記の説明では、 2 本の レール部材 2 2 を上部基板 （第 1 及び第 2 の

基板の他方側） 2 側 に設 けた場合について説明 したが、本実施形態の レール

部材 2 2 は これ に限定 され るものではな く、第 1 及び第 2 の基板の少な くと

も一方側 に設 けられた ものであれ ばよい。具体的には、 2 本の レール部材 2

2 を下部基板 （第 1 及び第 2 の基板の一方側） 3 側 に設 けてもよい。また、

2 本の レール部材 2 2 の一方及び他方 をそれぞれ上部基板 2 側及び下部基板

3 側 に設 けてもよい。

[01 34] また、上記の説明以外に、第 1 〜第 3 の各実施形態 と同様 に、信号電極 4

を下部基板 3 側 に設 ける構成でもよい。つま り、本実施形態では、極性液体

6 を挟むように 2 本の レール部材 2 2 を設 けているので、信号電極 4 は、

第 1 〜第 3 の各実施形態 と異な り、下部基板 3 側 に制約 されずに、当該信号

電極 4 の設置箇所の設計 自由度 を大 き くす ることができる。

[01 35] 尚、上記の実施形態はすべて例示であって制限的なものではない。本発明

の技術的範囲は特許請求の範囲によって規定 され、そ こに記載 された構成 と

均等の範囲内のすべての変更 も本発明の技術的範囲に含まれ る。

[01 36] 例 えば、上記の説明では、表示部 を備 えた画像表示装置 に本発明を適用 し

た場合について説明 したが、本発明は文字及び画像 を含んだ情報 を表示す る

表示部が設 けられた電気機器であれ ば何等限定 され るものではな く、例 えば

電子手帳等の p D A な どの携帯情報端末、バ ソコンゃテ レビな どに付随す る

表示装置、あるいは電子ペー パ ー その他、各種表示部 を備 えた電気機器 に好

適に用 いることができる。



[01 37] また、上記の説明では、極性液体への電界 印加に応 じて、当該極性液体 を

移動 させ るエ レク トロウヱッテ ィング方式の表示素子 を構成 した場合につい

て説明 したが、本発明の表示素子は、 これ に限定 され るものではな く、外部

電界 を利用 して、表示用空間の内部で極性液体 を動作 させ ることによ り、表

示面側の表示色 を変更可能な電界誘導型の表示素子であれ ば何等限定 され る

ものではな く、電気浸透方式、電気泳動方式、誘電泳動方式な どの他の方式

の電界誘導型表示素子に適用す ることができる。

[01 38] 但 し、上記各実施形態のように、エ レク トロゥエツテ ィング方式の表示素

子 を構成す る場合の方が、極性液体 を低 い駆動電圧で高速に移動 させ ること

が可能 となる。また、エ レク トロウエツテ ィング方式の表示素子では、極性

液体の移動に応 じて表示色が変更 されてお り、液晶層な どの複屈折材料 を用

いた液晶表示装置等 と異な り、情報表示に使用 され る、バ ックライ 卜か らの

光や外光の光利用効率に優れた高輝度な表示素子 を容易に構成できる点でも

好ま しい。 さらには、画素毎にスイ ッチング素子 を設 ける必要がないので、

構造簡単で高性能なマ トリクス駆動方式の表示素子 を低 コス 卜で構成できる

点でも好ま しい。

[01 39] また、上記の説明では、バ ックライ トを備 えた透過型の表示素子 を構成 し

た場合について説明 したが、本発明は これ に限定 され るものではな く、拡散

反射板な どの光反射部 を有す る反射型や、前記光反射部 とバ ックライ 卜とを

併用 した半透過型の表示素子にも適用す ることができる。

[01 40] また、上記の説明では、塩化カ リウムの水溶液 を極性液体 に用 いた場合に

ついて説明 したが、本発明の極性液体 は これ に限定 され るものではない。具

体的にいえば、極性液体 には、塩化亜鉛、水酸化カ リウム、水酸化ナ トリウ

ム、アルカ リ金属水酸化物、酸化亜鉛、塩化ナ トリウム、 リチウム塩、 リン

酸、アルカ リ金属炭酸塩、酸素イオ ン伝導性 を有す るセラ ミックスな どの電

解質を含んだ ものを使用す ることができる。また、溶媒には、水以外に、ァ

ル コール、アセ トン、ホルムア ミ ド、エチ レング リコールな どの有機溶媒 を

使用す ることもできる。 さらに、本発明の極性液体 には、 ピリジン系、脂環



族ァ ミン系、または脂肪族ァ ミン系な どの陽イオ ンと、フッ化物イオ ンゃ ト

リフラ一 ト等の フッ素系な どの陰イオ ンとを含んだイオ ン液体 （常温溶融塩

) を使用す ることもできる。

[01 4 1 ] また、本発明の極性液体 には、導電性 を有す る導電性液体 と、所定以上の

比誘電率、好ま しくは 1 5 以上の比誘電率 を有す る高誘電性 を有す る液体が

含まれている。

[01 42] 但 し、上記の各実施形態のように、所定の電解質を溶か した水溶液 を極性

液体 に使用す る場合の方が、取扱性に優れ るとともに、製造が簡単な表示素

子 を容易に構成す ることができる点で好ま しい。

[01 43] また、上記の説明では、無極性のオイル を用 いた場合について説明 したが

、本発明は これ に限定 され るものではな く、極性液体 と混 じり合わない絶縁

性流体であれ ばよ く、例 えばオイルに代 えて、空気を使用 してもよい。また

、オイル と して、シ リコー ンオイル、脂肪系炭化水素な どを使用す ることが

できる。また、本発明の絶縁性流体 には、所定以下の比誘電率、好ま しくは

5 以下の比誘電率 を有す る流体が含まれている。

[01 44] 但 し、上記の各実施形態のように、極性液体 と相溶性がない無極性のオイ

ル を用 いた場合の方が、空気 と極性液体 とを用 いる場合 よ りは、無極性のォ

ィル中で極性液体の液滴がよ り移動 し易 くな つて、当該極性液体 を高速移動

させ ることが可能 とな り、表示色 を高速に切 り換 え られ る点で好ま しい。

[01 45] また、上記の説明では、信号電極、参照電極、及び走査電極 を下部基板 （

第 2 の基板）側 に設 けた場合について説明 した。 しか しなが ら、本発明は、

極性液体 と接触す るように、表示用空間の内部に信号電極 を設置 し、かつ、

極性液体及び互 いに電気的に絶縁 された状態で、参照電極及び走査電極 を第

1 及び第 2 の基板の一方側 に設 けるものであれ ばよい。具体的にいえば、例

えば信号電極 を第 1 及び第 2 の基板の中間部分に設 けるとともに、参照電極

及び走査電極 を第 1 の基板側 に設 けてもよい。

[01 46] また、上記の説明では、参照電極及び走査電極 を有効表示領域側及び非有

効表示領域側 にそれぞれ設置 した場合について説明 したが、本発明は これ に



限定 され るものではな く、参照電極及び走査電極 を非有効表示領域側及び有

効表示領域側 にそれぞれ設置 してもよい。

[01 47] また、上記の説明では、参照電極及び走査電極 を下部基板 （第 2 の基板）

の表示面側の表面に設 けた場合について説明 したが、本発明は これ に限定 さ

れ るものではな く、絶縁材料か らなる上記第 2 の基板の内部に埋設 した参照

電極及び走査電極 を用 いることもできる。 このように構成 した場合には、第

2 の基板 を誘電体層 と して兼用 させ ることができ、当該誘電体層の設置 を省

略す ることができる。 さらに、誘電体層 を兼用 した第 1 及び第 2 の基板上に

信号電極 を直接的に設 け、表示用空間の内部に当該信号電極 を設置す る構成

でもよい。

[01 48] また、上記の説明では、透明な電極材料 を用 いて参照電極及び走査電極 を

構成 した場合について説明 したが、本発明は参照電極及び走査電極の うち、

画素の有効表示領域 に対向す るように設置 され る一方の電極だ けを透明な電

極材料 によって構成すれ ばよ く、有効表示領域 に対向されない他方の電極 に

は、アル ミニウム、銀、ク ロム、その他の金属な どの不透明な電極材料 を使

用す ることができる。

[01 49] また、上記の説明では、帯状の参照電極及び走査電極 を用 いた場合につい

て説明 したが、本発明の参照電極及び走査電極の各形状は これ に何等限定 さ

れない。例 えば透過型に比べて、情報表示に用 い られ る光の利用効率が低下

す る反射型の表示素子では、線状や網状な どの光 ロスが生 じ難 い形状 と して

もよい。

[01 50] また、上記の説明では、信号電極 に線状配線 を用 いた場合について説明 し

たが、本発明の信号電極 は これ に限定 され るものではな く、網状配線な どの

他の形状に形成 された配線 も使用す ることができる。

[01 5 1 ] また、上記の説明では、黒色 に着色 された極性液体及びカラー フィル タ層

を用 いて、 R G B の各色の画素 を表示面側 に設 けた場合について説明 したが

、本発明は これ に限定 され るものではな く、複数の画素領域が、表示面側で

フル カラー表示が可能な複数の色 に応 じてそれぞれ設 けられているものであ



れ ばよい。具体的には、 R G B 、シアン （C ) 、マゼ ンタ （M) 、及びイエ

口一 （Y ) の C M Y 、または R G B Y C な どに着色 された複数色の極性液体

を用 いることもできる。

[01 52] また、上記の説明では、カラー フィル タ層 を上部基板 （第 1 の基板）の非

表示面側の表面に形成 した場合について説明 したが、本発明は これ に限定 さ

れ るものではな く、第 1 の基板の表示面側の表面や下部基板 （第 2 の基板）

側 にカラ一 フィル タ層 を設置す ることもできる。 このように、カラ一 フィル

タ層 を用 いる場合の方が、複数色の極性液体 を用意す る場合に比べて、製造

簡単な表示素子 を容易に構成できる点で好ま しい。また、 このカラ一 フィル

タ層に含まれたカラ一 フィル タ部 （開口部）及びブラックマ トリクス部 （遮

光膜）によ り、表示用空間に対 し、有効表示領域及び非有効表示領域 をそれ

ぞれ適切に、かつ、確実に設定す ることができる点でも好ま しい。

[01 53] また、上記第 2 及び第 3 の実施形態の説明では、ガイ ド部において、表示

用空間の内部側 に突出す るように、かつ、第 1 及び第 2 の基板の他方側で有

効表示領域 と非有効表示領域 とを接続す るように直線状に設 けられ るととも

に、互 いに所定の間隔をおいて設置 された複数の レール部材 を用 いた場合に

ついて説明 した。 しか しなが ら、本発明のガイ ド音は、移動用空間の内部に

おいて、一端部側及び他端部側がそれぞれ有効表示領域側及び非有効表示領

域側 に設 けられ るとともに、極性液体の移動に応 じて、絶縁性流体 を有効表

示領域側 または非有効表示領域側 に案内す るものであれ ば何等限定 されない

。具体的にいえば、互 いに所定の間隔をおいて設置 され る、非直線状の レー

ル部材 を複数使用 した ものでもよい。

[01 54] また、上記第 2 及び第 3 の実施形態の説明では、図 7 ( a ) 及 び図 9 ( a

) にそれぞれ示 したように、ガイ ド部 G の レール部材 2 0 及びガイ ド部 2

の レール部材 2 a を リブ 1 4 の内部に設 けた場合について説明 した。 しか

しなが ら、本発明のガイ ド部は、その一端部側及び他端部側がそれぞれ有効

表示領域側及び非有効表示領域側 に設 けられ るものであれ ば何等限定 されな

い。



[01 55] 具体的にいえば、図 1 5 に例示す るように、ガイ ド部 G ' において、 4 本

の各 レール部材 2 0 ' が上部基板 2 と リブ 1 4 a との間に挟 まれ るように、

形成 された ものでもよい。また、 このガイ ド部 G ' では、隣接す る 2 本の レ

—ル部材 2 0 ' の間の寸法 h 4 ' 、及び リブ 1 4 b と当該 リブ 1 4 b に隣接

す る レール部材 2 0 ' との間の寸法 h 6 ' 力、 第 2 の実施形態の もの と同様

に、各々上部基板 2 及び下部基板 3 と垂直な方向での極性液体 1 6 の寸法 H

よ りも小 さい寸法に設定 されている。また、上記のような レール部材 2 0 '

を用 いる場合では、複数の画素領域 P において、 1 本の各 レール部材 2 0 '

を共用す ることができる。すなわち、第 2 の実施形態 と異な り、画素領域 P

毎に、 4 本の レール部材 2 0 を設 けることな く、図 2 の X 方向に並べ られた

画素領域 P 単位 に、 4 本の レール部材 2 0 ' を形成すれ ばよい。

[01 56] また、図 1 6 に例示す るように、ガイ ド部 2 1 ' において、 2 本の各 レー

ル部材 2 a ' が上部基板 2 と リブ 1 4 a との間に挟 まれ るように、形成 さ

れた ものでもよい。また、 このガイ ド部 2 ' では、平板部材 2 1 b ' は、

2 本の レール部材 2 1 a ' 及び上部基板 2 との間に、 トンネル状の移動用空

間 K が形成 され るように、 これ らの 2 本の レール部材 2 1 a ' の先端部に接

続 されている。 さらに、ガイ ド部 2 1 ' では、 リブ 1 4 a と当該 リブ 1 4 a

に隣接す る平板部材 2 1 b ' との間の寸法 h 8 ' 、及び リブ 1 4 b と当該 リ

ブ 1 4 b に隣接す る レール部材 2 a ' 及び平板部材 2 b ' との間の寸法

h 9 ' 力、 第 3 の実施形態の もの と同様 に、各々上部基板 2 及び下部基板 3

と垂直な方向での極性液体 1 6 の寸法 H よ りも小 さい寸法に設定 されている

。なお、隣接す る 2 本の レー ル 部材 2 1 a ' の間の寸法 h 7 ' は、第 3 の実

施形態の もの と同様 に、例 えば 5 O m に設定 されているが、 これ ら 2 本の

レール部材 2 a ' の間の間隙は平板部材 2 b ' によって覆われているた

め、極性液体 1 6 が侵入 しないようにな っている。 さらに、また、上記のよ

うな レー ル 部材 2 1 a ' を用 いる場合では、複数の画素領域 P において、 1

本の各 レー ル 部材 2 a ' を共用す ることができる。すなわち、第 3 の実施

形態 と異な り、画素領域 P 毎に、 2 本の レール部材 2 1 a を設 けることな く



、図 2 の X 方向に並べ られた画素領域 P 単位 に、 2 本の レー ル 部材 2 1 a '

を形成すれ ばよい。

産業上の利用可能性

[01 57] 本発明は、階調表示を行 うときでも、表示品位が低下す るのを防 ぐことが

できる表示素子、及び これ を用 いた電気機器 に対 して有用である。

符号の説明

[01 58] 画像表示装置 （電気機器）

2 上部基板 （第 1 の基板）

3 下部基板 （第 2 の基板）

4 信号電極

5 参照電極

6 走査電極

信号 ドライバ （信号電圧印加部）

8 参照 ドライバ （参照電圧印加部）

9 走査 ドライバ （走査電圧印加部）

0 表示素子

カラ一 フィル タ層

1 1 r 、 1 1 g 、 1 1 b カラ一 フィル タ部 （開口部）

s ブラックマ トリクス部 （遮光膜）

3 誘電体層

1 4 、 1 4 a 、 1 4 b リブ

6 極性液体

オイル （絶縁性流体）

9 突起部材

2 0 レー ル 部材

2 ガイ ド部

2 a レー ル 部材

2 b 平板部材



2 2 レー ル 部材

S 表示用空間

P 画素領域

有効表示領域

非有効表示領域

K 移動用空間

G ガイ ド部



請求の範囲

[請求項 1] 表示面側 に設 けられた第 1 の基板 と、所定の表示用空間が前記第 1 の

基板 との間に形成 され るように、当該第 1 の基板の非表示面側 に設 け

られた第 2 の基板 と、前記表示用空間に対 し、設定 された有効表示領

域及び非有効表示領域 と、前記表示用空間の内部で前記有効表示領域

側 または前記非有効表示領域側 に移動可能に封入 された極性液体 とを

具備 し、前記極性液体 を移動 させ ることによ り、前記表示面側の表示

色 を変更可能に構成 された表示素子であって、

前記極性液体 と接触す るように、前記表示用空間の内部に設置 され

るとともに、所定の配列方向に沿 って設 けられた複数の信号電極、

前記有効表示領域側及び前記非有効表示領域側の一方側 に設置 され

るように、前記極性液体 に対 して電気的に絶縁 された状態で、前記第

及び第 2 の基板の一方側 に設 けられ るとともに、前記複数の信号電

極 と交差す るように設 けられた複数の参照電極、

前記有効表示領域側及び前記非有効表示領域側の他方側 に設置 され

るように、前記極性液体及び前記参照電極 に対 して電気的に絶縁 され

た状態で、前記第 1 及び第 2 の基板の一方側 に設 けられ るとともに、

前記複数の信号電極 と交差す るように設 けられた複数の走査電極、

前記信号電極 と前記走査電極 との交差部単位 に設 けられた複数の画

素領域、

前記複数の各画素領域 に応 じて、前記表示用空間の内部 を気密に区

切 るように、前記第 1 及び第 2 の基板の少な くとも一方側 に設 けられ

た リブ、及び

前記表示用空間の内部に前記画素領域毎に移動可能に封入 され ると

ともに、前記極性液体 と混 じり合わない絶縁性流体 を備 え、

前記表示用空間の内部には、前記画素領域毎に前記絶縁性流体 を移

動 させ るための移動用空間が設 けられている、

ことを特徴 とす る表示素子。



前記移動用空間は、前記表示用空間の内部において、当該表示用空間

の内部側 に突出す るように前記第 1 及び第 2 の基板の他方側 に設 けら

れ るとともに、互 いに所定の間隔をおいて設置 された複数の突起部材

を用 いて、区画 されている請求項 1 に記載の表示素子。

前記複数の突起部材では、隣接す る 2 つの突起部材の間の寸法及び前

記 リブと当該 リブに隣接す る突起部材 との間の寸法が、各々前記第 1

及び第 2 の基板 と垂直な方向での前記極性液体の寸法 よ りも小 さい寸

法に設定 されている請求項 2 に記載の表示素子。

前記移動用空間の内部には、一端部側及び他端部側がそれぞれ前記有

効表示領域側及び前記非有効表示領域側 に設 けられ るとともに、前記

極性液体の移動に応 じて、前記絶縁性流体 を前記有効表示領域側 また

は前記非有効表示領域側 に案内す るガイ ド部が設置 されている請求項

に記載の表示素子。

前記ガイ ド部には、前記表示用空間の内部側 に突出す るように、かつ

、前記第 1 及び第 2 の基板の他方側で前記有効表示領域 と前記非有効

表示領域 とを接続す るように直線状に設 けられ るとともに、互 いに所

定の間隔をおいて設置 された複数の レール部材が用 い られている請求

項 4 に記載の表示素子。

前記複数の レール部材では、隣接す る 2 つの レール部材の間の寸法及

び前記 リブと当該 リブに隣接す る レール部材 との間の寸法が、各々前

記第 1 及び第 2 の基板 と垂直な方向での前記極性液体の寸法 よ りも小

さい寸法に設定 されている請求項 5 に記載の表示素子。

前記ガイ ド部には、前記第 1 及び第 2 の基板の他方側 と対向す るよう

に前記複数の レール部材の各先端部に接続 され るとともに、前記表示

用空間の内部で前記極性液体 に接触す るように平面状に構成 された平

板部材が用 い られている請求項 5 または 6 に記載の表示素子。

前記平板部材では、前記 リブとの間の寸法が、前記第 1 及び第 2 の基

板 と垂直な方向での前記極性液体の寸法 よ りも小 さい寸法に設定 され



ている請求項 7 に記載の表示素子。

[請求項9] 前記 ガイ ド部には、前記表示用空間の内部側 に突出す るように、かつ

、前記第 1 及び第 2 の基板の少な くとも一方側で前記有効表示領域 と

前記非有効表示領域 とを接続す るように直線状に設 けられ るとともに

、前記極性液体 を挟むように互 いに所定の間隔をおいて設置 された 2

本の レール部材が用 い られている請求項 4 に記載の表示素子。

[請求項 10] 前記 2 本の各 レール部材では、前記画素領域の前記極性液体の移動方

向での寸法 をA と した ときに、前記極性液体の移動方向での端部 と前

記 リブとの間の寸法 h 0 が、下記の不等式 （1 ) を満足す るように

0 . 0 2 X A ≤ h 0 ≤ 0 . 7 x A ( )

設定 されている請求項 9 に記載の表示素子。

[請求項 11] 前記 2 本の各 レール部材では、前記第 1 及び第 2 の基板 と垂直な方向

での前記極性液体の寸法 を H と した ときに、前記第 1 及び第 2 の基板

と垂直な方向での寸法 h 力、 下記の不等式 （2 ) を満足す るように、

0 . 6 5 X H ≤ h ≤ H ( 2 )

設定 されている請求項 9 または 1 0 に記載の表示素子。

[請求項 12] 前記複数の信号電極 に接続 され るとともに、前記複数の各信号電極 に

対 して、前記表示面側 に表示 され る情報 に応 じて、所定の電圧範囲内

の信号電圧 を印加す る信号電圧印加部 と、

前記複数の参照電極 に接続 され るとともに、前記複数の各参照電極

に対 して、前記極性液体が前記信号電圧に応 じて、前記表示用空間の

内部 を移動す るのを許容す る選択電圧 と、前記極性液体が前記表示用

空間の内部 を移動す るのを阻止す る非選択電圧 との一方の電圧 を印加

す る参照電圧印加部 と、

前記複数の走査電極 に接続 され るとともに、前記複数の各走査電極

に対 して、前記極性液体が前記信号電圧に応 じて、前記表示用空間の

内部 を移動す るのを許容す る選択電圧 と、前記極性液体が前記表示用



空間の内部 を移動す るのを阻止す る非選択電圧 との一方の電圧 を印加

す る走査電圧印加部 とを備 えている請求項 1 〜 1 1 の いずれか 1 項 に

記載の表示素子。

前記複数の画素領域が、前記表示面側でフル力ラー表示が可能な複数

の色 に応 じてそれぞれ設 けられている請求項 1 〜 1 2 の いずれか 1 項

に記載の表示素子。

前記参照電極及び前記走査電極の表面上には、誘電体層が積層 されて

いる請求項 1 〜 1 3 の いずれか 1 項 に記載の表示素子。

前記非有効表示領域 は、前記第 1 及び第 2 の基板の一方側 に設 けられ

た遮光膜 によって設定 され、

前記有効表示領域 は、前記遮光膜 に形成 された開口部によって設定

されている請求項 1 〜 1 4 の いずれか 1 項 に記載の表示素子。

文字及び画像 を含んだ情報 を表示す る表示部 を備 えた電気機器であつ

て、

前記表示部に、請求項 1 〜 1 5 の いずれか 1 項 に記載の表示素子 を

用 いた ことを特徴 とす る電気機器。
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